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政 府 ４ 決 定 に 記 載 さ れ た 出 入 国 在 留 管 理 庁 に 係 る 主 な 取 組 に つ い て （ 令 和 元 年 ６ 月 ２ １ 日 閣 議 決 定 ）

経済財政運営と改革の基本方針2019 成長戦略フォローアップ

規制改革実施計画

まち・ひと・しごと創生基本方針

○ 外国人材への「就労のための日本語教育」の枠組整備
・多文化共生総合相談ワンストップセンターにおける日本

語教育組織の情報提供等

○ 多文化共生社会づくり
・外国人の受入環境整備（一元的相談窓口の整備促進，外

国人共生センター（仮）の設置等）
・留学生の起業の円滑化のためのスタートアップビザに係る制

度・運用の拡充

○ 高度外国人材の受入れ促進
・高度外国人材活躍推進プラットフォームでの最新の情報提供
・留学生の起業の円滑化のためのスタートアップビザに係る制

度・運用の拡充
・AIやクラウド技術等の革新技術分野における優秀な人材の円

滑な受入れに向けた現行制度・運用の見直し

○ 在留資格手続の円滑化・迅速化，在留管理基盤の強化
・オンラインでの在留関係諸申請の受付・対象手続の拡大
・外国人受入機関単位での在留状況等の情報把握

○ 国家戦略特区制度での外国人材の受入れ
・日本料理に加え、その他の料理や製菓についての海外普及人材

育成事業の拡充
・外国人海外需要開拓支援等活動促進事業における調理又

は製菓分野での外国人材の受入れの検討
・外国人創業活動促進事業の事業所確保要件の緩和
・在学中及び卒業後の外国人留学生に係る在留資格「経営・管

理」への切替えを可能とする外国人創業活動促進事業制度の改
正の検討

○ 観光の活性化
・顔認証システム導入等による出入国の迅速化

○ 外国人材の受入れとその環境整備
・大都市圏等集中防止のための強力な対策
・悪質な仲介事業者の排除のための二国間協力覚書の作成の推進

及びその実効性確保
・オンラインでの在留関係諸申請の受付
・国民及び外国人の声を聴く取組の推進
・外国人の受入環境整備（一元的相談窓口の整備促進，外

国人共生センター（仮）の設置等）
・外国人受入機関単位での在留状況等の情報把握
・偽造在留カードを簡便に発見するための方策の検討及び推進
・職員等への研修や研究の充実等の体制強化
・留学生・技能実習生の在留管理の強化
・留学生の国内就職促進（大卒特活の制度普及）

○ 危機管理
・オリパラ開催に向けての入国管理・警備の強化等

○ 共生社会づくり
（情報提供等の更なる多言語化，「やさしい日本語」の活用，運

転免許の多言語対応，マネーロンダリング対策の徹底，医療費
の未収金発生の抑制等）

1



1

「経済財政運営と改革の基本方針2019」（令和元年６月21日閣議決定）

（出入国在留管理庁関係抜粋版）

第２章 Society5.0時代にふさわしい仕組みづくり

３．地方創生の推進

（２）地域産業の活性化

①観光の活性化

（中略）

ビザの戦略的緩和や免税店の拡大を図る。顔認証システムの導入やＣＩＱ【※１】

の計画的な体制整備等による出入国の迅速化、空港の機能強化【※２】、地方空港へ

の直行便就航等を推進し、相互交流の拡大を図る。

（以下略）

※１ 税関（Customs）、出入国管理（Immigration）、検疫（Quarantine）を包括し

た略称。

※２ 羽田空港約４万回・成田空港約４万回の首都圏空港の発着容量拡大、那覇空港

第二滑走路新設等。

③海外活力の取込みを通じた地域活性化

欧米・アジア諸国の旺盛な消費需要をより一層地方へ取り込むため、地元産品の輸

出を通じた海外販路開拓と、訪日外国人の拡大・地方への誘客によるインバウンド需

要獲得の好循環を創出し、「海外から稼ぐ」地域の取組について、地域への対日直接

投資の促進も踏まえ、関係府省庁が連携して推進していく。このため、訪日観光・農

林水産品輸出・対日直接投資の３分野の一体的な推進に前向きかつ具体的に取り組む

地方自治体等への支援を強化するとともに、優良な取組事例の横展開を図る。

具体的には、地方創生担当部局を中心とする関係省庁支援チームによる地方自治体

等からの相談窓口を設置し、地方創生推進交付金、地域未来投資促進法に基づく税制

措置・補助金、ＪＥＴＲＯや日本政府観光局による情報提供、リスクマネーの提供な

どの関連施策を総動員して伴走支援を行う。また、地方自治体等による地方創生の取

組における外国人材の知見・ノウハウの活用について検討する。

（以下略）

５．重要課題への取組

（３）外国人材の受入れとその環境整備

「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」【※１】及び「外国人材の受入

れ・共生のための総合的対応策の充実について」【※２】に基づき、着実に取組を進

める。
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①外国人材の円滑かつ適正な受入れの促進

新たな在留資格「特定技能１号」及び「特定技能２号」による外国人材（以下「特

定技能外国人材」という。）を円滑かつ適正に受け入れる。

特定技能外国人材等が大都市圏等に過度に集中しないよう、地域差や分野ごとの特

性等を踏まえた地方での就労を促進するための強力な対策を講ずるとともに、地方自

治体等が運営する一元的相談窓口の整備促進など、地方の受入れ環境整備を進める。

悪質な仲介事業者の排除等を目的とした二国間の協力覚書の作成を推進するととも

に、その実効性を確保する。あわせて海外における日本語教育基盤の充実を図る。

国際会議の開催を含め、関係国等との情報交換の枠組みを構築し、連携強化を図る。

地域における継続的な外国人材の受入促進のため、一定の要件を満たす所属機関等

を対象に、本人に代わりオンラインで在留関係諸申請手続を行えるようにする。

※１ 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」（平成30年12月25日外国

人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）。

※２ 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策の充実について」（令和元年

６月18日外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）。

②共生社会実現のための受入れ環境整備

今後我が国に在留する外国人の増加を見据え、国民及び外国人の声を聴きつつ、外

国人を適正に受け入れ、日本人と外国人が安心して安全に暮らせる共生社会を実現す

るための施策を充実・強化する。

具体的には、地方自治体等が運営する一元的相談窓口の整備促進、同相談窓口への

法務省等の職員派遣等による支援の強化等を行う。関係行政機関の相談窓口を集約し、

外国人、外国人を支援する個人・団体等及び地方自治体の相談窓口がワンストップで

正確な情報を入手可能な拠点を整備し（外国人共生センター（仮称）の設置【※】）、

2020年度中に運用を開始する。司法分野や行政窓口等における多言語対応のための体

制整備を図る。

※ 外国人共生センター（仮称）は、相互交流事業を行う国際交流基金や、国際観光

振興機構とも連携の上、運用される。

③在留管理体制の構築

（在留状況・就労状況の把握）

外国人の適正な受入れ等のため、在留状況や就労状況等について、より正確な情報

に基づく審査を図る。このため、在留外国人を受入機関別に把握するためのＩＣＴ活

用システムの整備等を行うとともに、届出のオンライン化や出入国在留管理庁と厚生

労働省とのオンラインでの情報連携を検討・推進する。偽造在留カードを簡便に発見

するための効果的な方策を検討・推進するなどして、不法滞在者対策を強化する。こ

れらの業務を適切に遂行するため、職員等への研修や研究の充実など体制の強化を図

る。
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（留学生・技能実習生の在留管理）

留学生の在籍管理の適正化のため、日本語教育機関の告示基準を見直すとともに、

不適正な留学生の受入れや在籍管理が懸念される大学等に対し厳正な措置を講ずるこ

とができるよう制度を見直し、留学生の在留資格審査等を強化する。

技能実習生への報酬の支払いを適正化し、法務省・厚生労働省及び外国人技能実習

機構の実地調査能力の強化を通じて、技能実習制度を適正化する。悪質な送出機関の

排除等のため、中国・インドネシアとの二国間の協力覚書の早急な作成に取り組むと

ともに、協力覚書に基づく相手国政府との連携強化のための定期協議の開催等により、

協力覚書を確実に実施する。

④留学生の国内就職促進

地域や企業が求める外国人留学生の国内就職支援を推進する【※】。このため、オ

フィスワーク以外の幅広い就職先を認めるための在留資格「特定活動」について、大

学等に対し制度の普及を図る。また、留学生の多様性に応じた採用プロセス及び採用

後の待遇の多様化を推進するため、産官学連携によりベストプラクティスを構築し横

展開する。これらの取組により、希望する留学生の大多数が国内で就職できる状況の

実現を目指す。

※ 外国人留学生の日本国内での就職率が32.4％にとどまっている（（独）日本学生

支援機構「平成29年度外国人留学生進路状況・学位授与状況調査結果」）。

（６）外交・安全保障

② 安全保障

（中略）

日米の緊密な連携の下、あらゆる事態に備え、高度の警戒態勢を維持する。いかな

る事態にあっても、国民の命と平和な暮らしを守り抜くため、新たな防衛計画の大綱

や中期防衛力整備計画に基づき、情報収集・分析機能や危機管理機能を含め、我が国

の防衛力を大幅に強化する。これを支える防衛産業についても、技術基盤の強化を図

りつつ、民生分野の知見の活用、競争環境の確保、徹底した原価の低減などの施策に

取り組み、その結果生じ得る企業の再編や統合も視野に効率化・強靱化を図る。

（以下略）

（７）暮らしの安全・安心

③ 危機管理

2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会等の国際的行事の開催などを控

え、テロの発生の未然防止やサイバーセキュリティ対策に万全を期す。このため、産

学官と国際社会の連携の下、先端技術を利活用して、テロ関連情報の収集・集約・分

析等の体制・能力を充実させる。空港・港湾・海上等での水際対策・入国管理や新幹

4



4

線をはじめ鉄道等における警戒・警備を強化する。テロ等の緊急事態に備え、人的基

盤や装備資機材を強化し、これをフルに活用して対処能力を向上させる。感染症対策

や薬剤耐性対策について、研究・検査・治療体制の充実などの国内対策や国際枠組み

を推進する。

⑤ 共助・共生社会づくり

（共生社会づくり）

（中略）

在留外国人について、情報提供等の更なる多言語化・「やさしい日本語」の活用、

運転免許学科試験や外国の運転免許からの切替えの際の知識確認の多言語対応、入居

中のマナーに関するチェックシートの活用・充実など、生活環境の整備を進める。銀

行口座を円滑に開設できるよう多言語対応の充実や手続の明確化等を進めるとともに、

マネーロンダリング対策を徹底する。日本語教育環境強化のため、地域日本語教育の

総合的体制づくりや日本語を自習できるＩＣＴ教材の開発・提供を進める。医療費の

未収金発生の抑制を図り、医療機関が安心して外国人に医療サービスを提供できる環

境整備を着実に進める。

第３章 経済再生と財政健全化の好循環

２．経済・財政一体改革の推進等

（１）次世代型行政サービスを通じた効率と質の高い行財政改革

① デジタル・ガバメントによる行政効率化

（書類・対面手続等の徹底した簡素化）

ＩＴ活用による行政の利便性向上や簡素化・効率化に向けて、情報セキュリティの

確保を大前提に、業務の見直し（添付書類の撤廃等を含む）とデジタル３原則に則っ

た行政手続等におけるオンライン化の徹底により、行政サービスの 100％デジタル化

を目指す。

このため、行政手続に関連する民間手続のワンストップ化を進める。具体的には、

子育て、介護、引越し、死亡・相続など主要なライフイベントの際に個人が行う手続

や、社会保険・税など従業員の採用、退職等のライフイベントに伴い企業が行う手続

について、順次実施する。また、行政が保有している行政機関間の情報連携等により

省略可能となる添付書類について法制上の措置を講ずるほか、介護、保育、福祉の現

場等を中心に、自治体ごとにバラバラな申請書類・添付書類等について、国と地方の

連携により、標準化・ガイドライン化を進める。

（以下略）
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「成長戦略フォローアップ」（令和元年６月 21 日閣議決定）

（出入国在留管理庁関係抜粋版）

Ⅰ．Society5.0 の実現

１．デジタル市場のルール整備

（１）KPI の主な進捗状況

ⅱ）データ流通の促進

①データ流通における基本的考え方の確立

ウ）データ連携・流通による新たな事業創出

（オープンデータの普及・促進）

・民間ニーズに即したオープンデータ公開を加速するため、官民ラウンドテーブル

により「健康・医療・介護・子育て」や「教育」などの分野についてオープン化

を重点的に進めるとともに、各府省庁の取組についてフォローアップを行い、具

体的なデータの公開を促進する。さらに、各府省庁自らオープンデータ官民ラウ

ンドテーブルの開催を主体的に行うことで、更なるデータ公開を促す。

10．海外の成長市場の取り込み

（２）新たに講ずべき具体的施策

ⅲ）日本の魅力をいかす施策

②クールジャパン

・専門人材・高度デザイン人材・高度経営人材の育成や外国人材の受入れに向けた

制度整備・地方文化発信も含めた相互交流事業、海外における日本語の普及、地

域プロデュース人材が活躍できる基盤作り等を推進する。

11．外国人材の活躍推進

（２）新たに講ずべき具体的施策

国際的な人材獲得競争が激化する中、高度な知識・技能を有する外国人材にとって我

が国の生活・就労環境や入国・在留管理制度等がより魅力的となり、かつ、これらの人

材が長期にわたり我が国で活躍できるよう、「外国人材の受入れ・共生のための総合的

対応策」（平成 30 年 12 月 25 日外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）及

び「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策の充実について」（令和元年６月 18

日外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議決定）も踏まえつつ、政府横断的に以

下の取組を重点的に進めていく。

ⅰ）高度外国人材の受入れ促進

①外国人留学生等の国内就職促進のための政府横断的な取組

・「高度外国人材活躍推進プラットフォーム」を JETRO に設置したことを受け、関

係省庁が保有する出入国管理制度などの関連施策情報、関係省庁等が実施する高

度外国人材に関するセミナーなどの各種就職促進施策等とともに、我が国での就
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労を希望する留学生の在籍大学情報、留学生を含む高度外国人材の採用に関心が

ある企業情報を常時アップデートされた最新の形で提供する。

③高度外国人材の受入れ円滑化に向けた入国・在留管理制度等の改善

・外国人起業家の管理・支援等を含む「外国人起業活動促進事業」の利用普及に向

け、ベストプラクティスの共有等を通じて地方公共団体向けの広報を強化する。

・留学生による我が国での起業の円滑化を図るべく、「外国人起業活動促進事業」

及び「国家戦略特別区域外国人創業活動促進事業」に関連する制度・運用の拡充

をはじめとした、入国・在留管理等に係る制度・運用の見直し等を進め、2019

年度中に結論を得る。

・AI、IoT、クラウド技術など第４次産業革命を進める上で必要となる革新技術分

野における優秀な人材の円滑な受入れに向けて現行制度・運用の見直し等を含め

検討を進め、2019 年度中に結論を得る。

ⅱ）在留資格手続の円滑化・迅速化等のための在留管理基盤の強化

①在留資格手続の円滑化・迅速化

・外国人を適正に雇用し、かつ外国人雇用状況届出等を履行しているなど一定の要

件を満たす所属機関等を対象に、外国人本人に代わって行うオンラインでの在留

関係諸申請の受付を 2019 年７月に開始する。今後、更なる利便性向上のため、

オンラインで申請可能な手続の対象を拡大していく。

②在留管理基盤の強化

・外国人の受入れ状況に係る情報を継続的に把握し、外国人受入機関単位で情報を

管理・把握することを可能とするための情報基盤の整備を推進するとともに、在

留管理の電子化を進める。

Ⅲ．人口減少下での地方施策の強化

４．国家戦略特区

（２）新たに講ずべき具体的施策

ⅱ）更なる規制改革事項の追加

（地方創生に貢献する外国人材の活躍推進）

⑪クールジャパン分野の外国人留学生の就職促進

・調理又は製菓の科目を専攻して専門学校の専門課程を修了した留学生が就職でき

る業務の幅を広げるため、「日本料理海外普及人材育成事業」を拡充し、日本料

理に加え、その他の料理や製菓についても海外普及人材を育成するための所要の

措置を今年度早期に講ずる。

・調理又は製菓分野における国家戦略特別区域外国人海外需要開拓支援等活動促進
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事業の活用に向けて、関係自治体からの提案に基づき、実務経験 10 年以上との

上陸許可基準の代替措置の妥当性等について、関係府省が一体となって早期に協

議・検討を行い、年内に結論を得ることを目指す。

⑫外国人起業家受入促進のためのスタートアップビザの制度拡充

・国家戦略特別区域外国人創業活動促進事業の事業所確保要件について、地方公共

団体と連携する創業支援事業者の提供するコワーキングスペース等でも要件を

満たすものとする制度の拡充を図るため、今年度上期までに所要の措置を講ずる。

・意欲と能力のある留学生の創業を促進するため、在学中及び卒業後に帰国するこ

となくスタートアップビザへの切り替えを可能とするよう、「国家戦略特別区域

外国人創業活動促進事業」に関連する制度の改正について速やかに検討を行い、

早急に実現する。
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「まち・ひと・しごと創生基本方針2019」（令和元年６月21日閣議決定）

（出入国在留管理庁関係抜粋版）※下線部分のみ

Ⅲ．各分野の当面の主要な取組

５．連携施策等

（１）地方創生に向けた国家戦略特区制度等の推進

地域経済の活性化を一層推進していくためには、地域・民間の創意工夫を活かす

とともに、特区制度の活用を含め、規制改革に取り組むことが必要である。

特に、国家戦略特区制度については、遠隔服薬指導のより柔軟な実施や外国人起

業家の円滑なスタートアップ等に向けて必要な制度改革等に取り組むなど、引き続

き、残された岩盤規制改革に集中的に取り組んでいくとともに、経済効果が高く、

特段の弊害のない特区の成果については、必要なものから全国展開を加速的に進め

る。

また、国家戦略特区制度を基礎に、AIやビッグデータなどを活用し、世界に先駆

けて未来の生活を先行実現する「丸ごと未来都市」を目指す「スーパーシティ」構

想の実現や、地域限定型のサンドボックス制度の創設等を図る。

さらに、総合特区制度については、引き続き規制の特例措置、財政・税制・金融

上の支援措置の活用を促進する。

Ⅲ．各分野の施策の推進

３．若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる、誰もが活躍できる地域社会をつ

くるわくわく地方生活実現政策パッケージ

（５）多文化共生の地域づくり

＜概要＞

新たな在留資格の創設を踏まえ、外国人材の地域への定着に向け、受入支援や共

生支援を行う。また、インバウンドや地元産品輸出の拡大の活発化等に向け、在外

の親日外国人材を掘り起こし、地方公共団体とのマッチング支援等を行うことで、

地方公共団体等における外国人材の活躍を促進する。

【具体的取組】

◎新たな在留資格の創設に伴う外国人材の地域への定着促進

・新たな在留資格が創設されたことを踏まえ、地方公共団体等が運営する一元的

相談窓口の整備促進や、地方公共団体への法務省等の職員派遣等により、地方

における受入環境整備を支援する。また、関係行政機関の相談窓口を集約し、

外国人、外国人を支援する個人・団体等及び地方公共団体の相談窓口がワンス

トップで正確な情報を入手可能な拠点を整備する。さらに、行政窓口等におけ

る多言語対応のための体制整備を図る。

・あわせて、外国人材の受入支援や共生支援などについて、優良事例の収集・横

9



2

展開を行い、地方公共団体の自主的・主体的で先導的な取組について、引き続

き地方創生推進交付金により積極的に支援する。

・外国人材の円滑な受入れに向けて、各々の受入業種において、就労環境の改善

等の取組を促進する。

◎外国人材の地域での更なる活躍等

・地方公共団体等において、外国人材が安定的に雇用され、かつ、外国人材の活

用による海外展開、多文化共生、災害対応や教育等、柔軟かつ効果的に幅広く

活動することが可能となるよう新たに一定の範囲内の業務活動を一括して資格

外活動許可が受けられることとしたことにより、外国人材の活躍を促進する。

・外国人材の地域への定着に向け、地方公共団体等との連携により、JET プログ

ラム終了者や留学生等が地域産業の担い手や地域おこし協力隊員等として活躍

できるよう、マッチングの機会の拡大等を行う。

・インバウンド対策や海外販路開拓、多文化共生等の業務に従事し、地域の国際

交流の幅広い分野で活躍する JET プログラム国際交流員（CIR）の一層の活用

を促進する。

・地方創生に向け、よりきめ細やかなマッチングを行う観点から、在外公館等に

おいて、外国人材への広報を行うとともに、地方公共団体において活躍したい

と望む外国人材と地方公共団体のニーズ（地方創生業務）に対する円滑なマッ

チング支援を行う。

・地域におけるベストプラクティスの共有・展開や、多文化共生施策の担い手の

育成を進めるなど、地域における多文化共生施策を一層推進する。

◎外国人留学生による起業の円滑化

・留学生による我が国での起業の円滑化を図るべく、外国人起業活動促進事業及

び国家戦略特別区域外国人創業活動促進事業に関連する制度・運用の拡充をは

じめとした、入国・在留管理等に係る制度・運用の見直し等を進め、本年度中

に結論を得る。

◎外国人留学生の大学入学資格の緩和

・学校教育における 11 年以上の課程を有する国からの外国人留学生の大学入学

資格の対象となる課程を拡大し、多様な国・地域からの留学生を受け入れ、大

学等の国際化を一層進める。
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「規制改革実施計画」（令和元年６月21日閣議決定）

（出入国在留管理庁関係抜粋版）

Ⅱ．分野別実施事項

４．保育・雇用分野

（１）規制改革の観点と重点事項

働きたいと願う誰もが安心して就労できる環境整備を通じて、人手不足を克服し、日本経済の

持続的成長を実現する観点から、(2)放課後児童対策（いわゆる「小１の壁」の打破）、(3)ジョ

ブ型正社員（勤務地限定正社員、職務限定正社員等）の雇用ルールの明確化の検討、(4) 介護離

職ゼロに向けた対策の強化 、(5) 日本で働く外国人材への「就労のための日本語教育」の枠組み

整備、(6)年休の取得しやすさ向上に向けた規制改革 、(7)高校生の就職の在り方の検討と支援の

強化 、(8)福祉及び介護施設における看護師の日雇派遣に関するニーズの実態調査と公表につい

て重点的に取り組む。

（５）日本で働く外国人材への「就労のための日本語教育」の枠組み整備

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省

8
地方自治体支援（就労のため

の日本語教育）

a 多文化共生総合相談ワンストップセンターで外

国人相談者や外国人を受け入れている企業等の求

めに応じ、日本語教育組織の情報提供が行われる

よう促す。

b 地方自治体における多文化共生総合相談ワンス

トップセンターの運営状況を検証し、同センター

の機能充実に向けた策を講ずる。

c 文部科学省は未来を見据え、その体制を強化し、

在留する外国人が生活する全ての地方自治体が、

地域の実情を踏まえて積極的に関わっていけるよ

う、「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進

事業」の改善・充実を図り、その活用を促進し、

地域社会における日本語教育の重要性を周知する。

d 「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事

業」の実施地域における成果を踏まえて優良事例

を活用するための策を講ずる。

a:令和元年措置

b:令和２年措置

c,d：令和２年度、で

きるだけ早期に措置

a,b:法務省

c,d:文部科学省

150399
テキストボックス
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外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策の充実について【主な施策】

○外国人の雇用促進等を効率的に支援するため、入管庁、法テラス、人権擁護機関、ハロー
ワーク、査証相談窓口、JETRO等の関係部門を集約させた「外国人共生センター（仮称）」
の設置（新規）
○地方公共団体の一元的相談窓口に係る交付金の交付対象の見直しの検討、多文化共生社会の
実現に資する日本人からの相談への対応の検討
○国と地方公共団体との懸け橋となる受入環境調整担当官の体制整備
○生活・就労ガイドブック、災害情報の14か国語対応の推進、「やさしい日本語」の活用
○医療費不払等の経歴のある外国人の再入国拒否等により、医療機関の未収金の発生を抑制
○感染症の蔓延防止のため、結核の入国前スクリーニングの適切な実施
○運転免許試験、外国の運転免許から日本の運転免許への切替手続に係る多言語化の要請
○金融機関における外国人の口座開設円滑化のための環境整備（パンフレット作成等）、帰国
時の口座解約の要請、口座売買等によって上陸拒否や国外退去となり得る旨の周知（新規）
○地域における日本語教育環境を強化するための総合的な体制整備、ＩＣＴを活用した日本語
学習教材の開発
○保育所等における外国人児童に対する適切な支援の要請
○全国調査による外国人の子供の就学状況の把握（新規）、地方公共団体と連携した就学促進
○外国人労働者向け安全衛生教育教材の多言語化（14か国語）等による安全衛生教育の推進

外国人材の円滑かつ適正な受入れの促進
（特定技能外国人の大都市圏等への集中防止策等）

○就労を希望する外国人材と地域の企業とのマッチング支援（建設分野の特定技能試験実施法人
における求人求職のあっせん等の実施（新規）、介護分野におけるマッチングを行う地方公共
団体への財政支援、地方公共団体とハローワークの連携による中小企業の受入支援（新規））
○在留資格変更手続等における優遇措置の検討（新規）
○地方創生推進交付金の活用促進のため、効果的に外国人を地域に定着させるための調査を実施、
外国人受入施策に係る先導的事業を地方公共団体に周知して「横展開」
○住宅紹介等を行う地方の居住支援法人や家賃補助等を行う地方公共団体等の取組に対する地方
財政措置を含めた充実した財政支援

共生社会実現のための受入れ環境整備

留学生の在籍管理の徹底・技能実習制度の更なる適正化

○留学生の在籍管理が不適正な大学等について、留学生の受入れを認めない等の在留資格審査
の厳格化、私学助成の減額等（新規）
○専ら日本語教育を行う大学の留学生別科について、日本語教育機関と同様の基準を作成し、
基準不適合の大学への留学生の受入れを認めない仕組みの構築（新規）
○外国人技能実習機構の実地検査等のための能力の強化
○技能実習生の失踪等を防止するため、報酬支払の口座振込みの義務付け等により、賃金に関
する不正行為等の発生を抑止（新規）

留学生等の国内就職等の促進
○日本の大学を卒業した留学生の就職機会の拡大のための特定活動告示改正の周知促進
○留学生の多様性に応じた採用プロセス及び採用後の待遇の多様化を推進するためのベストプ
ラクティスの構築・横展開
○インターンシップの適正な利用促進のためのガイドラインの策定及び当該制度の周知
○調理又は製菓の専門学校を卒業した留学生が就職できる業務の幅の拡充

（新規）

（新規）

〔 〕
令 和 元 年 ６ 月 1 8 日
外国人材の受入れ・共生
に関する関係閣僚会議

150399
テキストボックス
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外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策の充実について 

 

令 和 元 年 ６ 月 1 8 日 

外国人材の受入れ・共生に関する 

関 係 閣 僚 会 議 

 

 平成 31 年４月から、新たな外国人材の受入れ制度がスタートした。新たな制

度は、現下の深刻な人手不足対策に対応するため、即戦力となる外国人材を受

け入れるものであり、新たな制度が円滑に実施されるよう、引き続き関係省庁

が連携して対応していく必要がある。 

 一方、外国人に関しては、技能実習生の失踪や、大学等での留学生の不適切

な在籍管理が問題となっている。国民の不安感を解消するためにも、技能実習

制度の適正な運用を確実に行うことはもとより、新設された出入国在留管理庁

を中心に在留管理を徹底するなどして、不適切な事案を防止するとともに、不

法就労や不法滞在に対して厳正に対処していかなければならない。 

 さらに、外国人材の受入れに当たっては、外国人が、日本で、そして地方で

「働いてみたい」、「住んでみたい」と思えるような国民と外国人の双方が尊重

し合える共生社会を実現するため、平成 30 年末に外国人材の受入れ・共生に関

する関係閣僚会議で取りまとめられた「外国人材の受入れ・共生のための総合

的対応策」に盛り込まれた施策を着実に推進するとともに、その取組を更に充

実させていく必要がある。 

 以上を踏まえ、政府一丸となって、次の充実の方向性に沿って、施策を強力

に推進していく。 

 

１．外国人材の円滑かつ適正な受入れの促進 

（１）特定技能外国人の大都市圏その他特定地域への集中防止策等 

○ 分野横断的な対応策の実施 

   特定技能外国人が、大都市圏等の特定の地域に集中して就労することを

防止するため、分野横断的に、以下の措置を講ずる。 

・外国人受入環境整備交付金による地方への支援 

・地方で就労することのメリット（生活費の水準等）の周知 

・都道府県単位での「地域協議会」等の立ち上げ【新規】 

・制度所管省庁等と連携した相談員に対する体系的な研修の実施 

・人手不足状況や特定技能外国人の受入れ状況等の情報把握・分析 

・在留資格変更手続等における何らかの優遇措置の可能性についての検

討【新規】 

あわせて、外国人の受入れ・定着に積極的に取り組む地方公共団体とハロ

ーワークが連携し、在留資格「特定技能」で就労を希望する国内外の外国人

が、外国人雇用の経験に乏しい中小企業に円滑・適正に就職・定着できるよ

うモデル的な取組について検討する。【新規】〔法務省、厚生労働省〕 
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○ 各分野に応じた対応策の実施 

各分野の特性等を踏まえ、特定技能外国人が、大都市圏等の特定の地域

に集中して就労することを防止するため、各分野において、次の措置を講

ずる。 

・入国を希望する者と国内介護施設等のマッチングを実施する都道府県

（適切な団体に委託可）に対して、必要な経費を助成する。（介護分野） 

・技能評価試験合格証明書の発行の際、過度集中地域の受入れ機関から

は徴収する費用を引き上げる。（ビルクリーニング分野）【新規】 

・特定技能外国人の受入れ事業実施のための法人（特定技能外国人受入

事業実施法人）を設立し、悪質な引き抜き行為の禁止等を定めた行動

規範の作成や、全国の求人求職情報の集約等のマッチング機能を担わ

せる。（建設分野）【新規】 

その他の分野においては、各分野特有の状況等を考慮の上、同様の措置

を講ずることを検討する。〔厚生労働省、経済産業省、国土交通省、農林水

産省等〕 

 

○ 分野所管省庁における分野横断的な対応の推進 

特定技能外国人が、大都市圏等の特定の地域に集中して就労することを

防止するため、制度所管省庁と連携して、各分野特有の状況等を考慮の上、

以下の措置を講ずべく必要な検討を行う。 

・技能実習実施地域での就労を促進するための企業と外国人材とのマッ

チングを行う仕組みの構築 

・地域における中小事業者間連携の取組への支援 

・受入れに係る採用、生活環境整備、人材育成等の優良事例の紹介や、

共同での企業 PR 活動、宿舎手配、研修等の事業者間の連携を促進する

ための情報提供 

・企業・在留外国人に対する地方におけるセミナーの開催 

・地方における技能評価試験の実施 

・分野別の協議会等における引き抜き防止の申合せ 

〔厚生労働省、経済産業省、国土交通省、農林水産省等〕 

 

○ 地方創生推進交付金の活用促進 

 外国人の受入れ・定着のために地方公共団体が行う施策に対する地方創生

推進交付金による支援に関し、外国人が定着している地域の現地調査や有識

者の意見等を基に先導的事業の要諦の整理等を行い、地方公共団体に周知し

て「横展開」を図ることにより、地方創生推進交付金の活用を促進する。〔内

閣府（地方創生）、法務省、内閣官房（まち・ひと・しごと創生本部）〕 

《関連施策番号 15》 

 

○ その他の取組 
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次の取組については、必ずしも外国人材を対象にしたものではないが、そ

の推進を図ることにより、地域への就労促進に資すると考えられる。 

・住宅紹介等を行う地方の居住支援法人や家賃補助等を行う地方公共団

体等の取組に対する地方財政措置を含めた充実した財政支援の実施 

・元請・下請の取引関係の適正化や介護等公定価格でサービス対価が決

まる分野における処遇改善等の賃金の引上げに関する取組の推進 

〔厚生労働省、国土交通省、経済産業省、公正取引委員会〕 

 

（２）特定技能外国人の円滑な受入れ 

○ 出入国在留管理庁における迅速な審査 

   中小・小規模事業者をはじめとした人手不足の深刻化に対応するため、

特定技能外国人が地域において速やかに就労を開始できるよう、地方出入

国在留管理官署においては、在留資格「特定技能」に係る在留諸申請及び

登録支援機関登録申請に係る標準処理期間内の処理を励行し、迅速な処理

を行う。〔法務省〕《関連施策番号 115》 

 

○ 受入れ機関等にとって分かりやすい申請手続の確保 

受入れ機関による在留諸申請等が円滑になされるよう、誤記入例やよく

ある疑問点等を的確に把握・分析した上で、申請書の記載例や留意点をより

分かりやすいものに充実させて周知するなど、受入れ機関や登録支援機関に

とって分かりやすい申請手続に改善する。〔法務省〕 

  

 ○ 特定技能試験及び日本語試験の周知方法の充実 

法務省ホームページにおいて特定技能試験及び日本語試験についての最

新情報を提供するとともに、リンク集の多言語化を進めるなど、外国人及び

受入れ機関の双方が必要な試験情報にアクセスできるよう周知方法を充実

させる。〔法務省〕 

 

○ 介護分野における外国人材受入れに係る各スキームの関係性等について

の明確化【新規】 

介護分野は、これまでも経済連携協定（ＥＰＡ）、技能実習、「介護」の

在留資格など様々なスキームで受け入れているところ、今回新たに特定技能

制度においても受入れがなされることとなり、それぞれのスキームの関係が

複雑となっていることから、介護分野における外国人材受入れに係る各スキ

ームの要件と関係性、キャリアパス等について、明確化を図る。〔厚生労働

省〕 

 

○ 建設、造船・舶用工業及び介護以外の特定産業分野におけるキャリアパ

スの明確化【新規】 

今回の新たな外国人材の受入れが認められた 14 分野のうち、現時点にお
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いて、熟練した技能を要する業務に従事するための在留資格（特定技能２号）

への移行ができるのは、建設と造船・舶用工業の２分野のみとなっており、

また、介護分野においては介護福祉士の資格を取得することにより在留資格

「介護」への移行ができる予定となっているが、建設、造船・舶用工業及び

介護以外の特定産業分野において、例えば日本人との同等報酬を確保しつつ

外国人材の技能等を高めることにより更に報酬が増えていくことを示した

り、帰国後にどのような活躍ができるのかなど、キャリアパスの明確化を図

る手段の検討を進める。〔厚生労働省、経済産業省、国土交通省、農林水産

省〕 

 

○ 特定産業分野の追加の検討 

   生産性向上や国内人材確保のための取組を行ってもなお、当該分野の存

続・発展のために外国人の受入れが必要となる分野に限り、受入れ分野の

追加を認めるとしているが、当該分野を所管する行政機関から、有効求人

倍率、雇用動向調査その他の公的統計、業界団体を通じた所属企業への調

査等の客観的な指標等が示されれば、制度の運用状況等を踏まえつつ、関

係行政機関と協議し、受入れ分野を追加するかについて十分な検討を行う。

〔法務省〕 

 

（３）悪質な仲介事業者等の排除 

○ 特定技能に関する二国間の協力覚書の作成の促進 

「総合的対応策」で示された９か国のうちフィリピン、カンボジア、ミ

ャンマー、ネパール、モンゴルについて、悪質な仲介事業者の排除を目的と

した二国間の協力覚書を作成（※）したところ、ベトナム、中国、インドネ

シア、タイとの間でも、これを早期に作成すると共に、今後は制度の運用状

況等を踏まえ、必要に応じて政府間文書の内容の見直しを行うほか、送出し

が想定されるこれら９か国以外の国との間で、同様の協力覚書の作成を進め

る。〔法務省〕《関連施策番号 100》 

※ 特定技能に係る協力覚書の作成状況（令和元年５月 20 日時点） 

署名済み：フィリピン、カンボジア、ミャンマー、ネパール、モンゴル 

内容合意：ベトナム、中国、インドネシア、タイ 

 

２．共生社会実現のための受入れ環境整備 

（１）地方公共団体等への支援 

○ 外国人共生センター（仮称）の設置【新規】 

「外国人の受入れ環境の整備に関する業務の基本方針について」（平成 30

年７月 24 日閣議決定）において、関係府省が連携を強化し、地方公共団体

とも協力しつつ、外国人の受入れ環境の整備を効果的・効率的に進めること

とされたことを受け、留学生の受入れ促進・就職、高度外国人材の受入れ促

進、外国人材・家族の人権擁護、法律トラブル、査証相談、労働基準・労働
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安全衛生等、地方を含む外国人の雇用促進等に対する支援等の施策を一括し

て実施することにより、効果的・効率的な支援を可能とするため、各機関の

関係部門を集約させた外国人共生に関する拠点（外国人共生センター（仮称））

を設置する。あわせて、外国人共生センターは、相互交流事業を行う独立行

政法人国際交流基金や、独立行政法人国際観光振興機構と連携を図る。〔法

務省、外務省、厚生労働省、経済産業省〕 

 

○ 地方公共団体における共生施策支援の強化 

地方公共団体が設置する一元的相談窓口の意見・要望や一元的相談窓口

の設置状況を踏まえて、交付金の交付対象地方公共団体の見直しを検討する。 

また、一元的相談窓口における多文化共生社会の実現に資する日本人か

らの相談への対応についても検討する。 

あわせて、地方出入国在留管理局において、一元的相談窓口に地方出入

国在留管理局の職員を相談員として適宜派遣することや、関係機関と連携し

て、相談業務に従事する地方公共団体の職員等に対する研修等の支援を行っ

ていく。 

さらに、全国に配置されている受入環境調整担当官の体制整備を図るこ

と等により、地方公共団体に対する支援活動、地域における情報収集等を充

実・強化する。〔法務省〕《関連施策番号７》 

 

○ 地方創生推進交付金の活用促進 

    外国人の受入れ・定着のために地方公共団体が行う施策に対する地方創

生推進交付金による支援に関し、外国人が定着している地域の現地調査や有

識者の意見等を基に先導的事業の要諦の整理等を行い、地方公共団体に周知

して「横展開」を図ることにより、地方創生推進交付金の活用を促進する。

＜再掲＞〔内閣府（地方創生）、法務省、内閣官房（まち・ひと・しごと創

生本部）〕《関連施策番号 15》 

 

○ 地域における多文化共生の推進に向けた更なる取組 

総務省において、「多文化共生アドバイザー制度」、「多文化共生地域会議」

で得られた優良事例・相談事例について、ホームページや地域会議等を通じ

て全国の地方公共団体等に展開することで、地域における多文化共生の推進

に向けた取組を更に促進する。〔総務省〕《関連施策番号 18》 

 

（２）行政・生活情報の多言語化等の推進 

○ 生活・就労ガイドブックの多言語化の推進及び「やさしい日本語」の活

用 

  平成 31 年４月に生活・就労ガイドブックの電子版（日本語、英語）をポ

ータルサイトに掲載したところ、これに引き続き、今後、対象言語を 11 か

国語から 14 か国語に拡大する。 
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また、日本語版について「やさしい日本語」への変換を進める。【新規】 

さらに、関係機関の連携の下、必要に応じてその内容を拡充する。また、

冊子版を順次、作成・配布等する。〔法務省（関係省庁）〕《関連施策番号９》 

  （注）14 か国語は、日本語、英語、中国語、韓国・朝鮮語、スペイン語、

ポルトガル語、インドネシア語、ベトナム語、タガログ語、タイ語、

ネパール語、クメール語、ビルマ語、モンゴル語 

 

○ 災害発生時の支援等における多言語対応の推進 

   防災・気象情報に関する多言語辞書の作成（11 か国語）及び気象庁ホー

ムページの多言語化（11 か国語）を進めているところであり、さらに対応

言語を 14 か国語に拡大する。あわせて、「Safety tips」に当該 14 か国語多

言語辞書を反映する。〔内閣府（防災担当）、法務省、総務省、国土交通省〕

《関連施策番号 29》 

  

（３）生活サービス環境の改善等 

○ 医療体制の整備 

   地域の外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関における医療通訳や医

療コーディネーターの配置、電話通訳及び多言語翻訳システムの利用促進、

外国人患者受入れに関するマニュアルの整備等を通じて、外国人患者が安心

して受診できる医療体制の整備を進める。〔厚生労働省〕《関連施策番号 20、

21、22、23》 

 

○ 医療機関における未収金の発生の抑制 

   医療費の不払等の経歴がある外国人に対し、再度の入国を認めないなど

厳正に対処することで未収金の発生を抑制する。〔法務省、厚生労働省〕《関

連施策番号 25》 

 

○ 感染症対策 

   感染症の国内蔓延を防止するため、まずは、結核について、適切に入国

前のスクリーニングを実施する。〔厚生労働省、法務省、外務省〕《関連施策

番号 26》 

 

○ 広報啓発活動等を通じた交通事故の防止及び運転免許に関する多言語化

の取組 

   関係機関との連携の下、パンフレット等を使用した情報提供に努めるほ

か、日本の交通ルールや外国人向けの運転免許試験手続に関する警察庁ウェ

ブサイトの拡充等、広報啓発活動を充実する。 

また、外国の運転免許を日本の運転免許に切り替える際に行う知識確認

について、やさしい日本語対応のほか、更なる多言語化を進めること、運転

免許を新規に取得する際の学科試験において多言語化を進めること等につ
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いて、地域の実情等に応じて対応するよう全都道府県警察に要請する。【新

規】 

あわせて、外国語の問題例について警察庁で作成することを検討する。 

さらに、偽造運転免許証を用いた日本の運転免許証の不正取得事案を防

止するため、外国の運転免許制度に係る情報収集を強化する。〔警察庁〕《関

連施策番号 33》 

 

○ 入居中のマナーに関する「入居後の住まい方のルール」を示した「入居

の約束チェックシート」や外国語版の賃貸住宅標準契約書等の多言語化・

周知 

   外国人の入居に当たっての契約上の注意点や入居から退去に至るまでの

必要な情報等が掲載されている「外国人の民間賃貸住宅入居円滑化ガイドラ

イン」及び「部屋探しのガイドブック」における入居の約束チェックシート

や外国語版の賃貸住宅標準契約書等について、不動産関係団体と連携し、現

状の８か国語から少なくとも 11 か国語以上への多言語対応の拡充を図ると

ともに、入居の約束チェックシートの項目の拡充、やさしい日本語による対

応の検討を進め、ホームページでの公表や関係事業者への研修会等を通じて、

周知・普及を図る。また、公的サポートを受ける場合には、入居の約束チェ

ックシートを効果的に活用する。これらの取組の強化を踏まえ、賃貸者に対

し外国人への柔軟な貸与を要請する。〔国土交通省〕《関連施策番号 41》 

 

○ 賃貸住宅への入居に当たっての保証手法に関する連携した周知活動 

国土交通省ホームページにおいて、公益財団法人日本国際教育支援協会の

実施する留学生住宅総合補償制度における保証人補償が活用できる旨を記

載し、利用可能な制度について周知する。 

加えて、日本国際教育支援協会において、留学生住宅総合補償制度とと

もに家賃債務保証業者登録制度を関係者に周知する。〔国土交通省〕《関連施

策番号 41》 

    

○ 特定技能外国人の住居の確保に対する受入れ機関の適切な支援について

の周知・広報の実施 

特定技能外国人の受入れに当たっては、特定技能外国人が住宅を賃借す

る際に不当な扱いを受けないよう、受入れ機関が保証人となるなどの支援を

行わなければならないものとしているところ、受入れ機関に対して具体的な

支援方法等を分かりやすく周知・広報することで、特定技能外国人の住居の

確保について適切な支援を実施できる環境を整備する。〔法務省〕《関連施策

番号 41》 

 

○ 金融機関における外国人の口座開設に係る環境整備【新規】 

   外国人が、金融機関において、円滑に口座を開設できるよう、やさしい
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日本語を含む 14 か国語による多言語対応の充実や手続の明確化等の取組を

進める。また、特殊詐欺やマネー・ローンダリング等への対策の観点から、

在留カードを利用するなどして、金融機関が外国人の在留期間を把握して口

座を適切に管理できるようにしたり、口座売買などの犯罪に関与した場合は

上陸拒否や国外退去となり得る旨を周知するほか、外国人に対し出国に際し

て口座の解約を促したりするため、外国人向けパンフレット及び受入れ機関

向けパンフレットの作成や、金融機関向けの取組事例集による周知、口座利

用の制限や解約の要件を明確化するための普通預金規定の整備等の措置を

講じる。あわせて、外国人が無免許・無登録の金融機関を利用しないよう周

知する。〔金融庁〕《関連施策番号 43、44》 

 

（４）日本語教育の充実 

○ 地域日本語教育の総合的な体制整備の推進 

新たな在留資格の創設等を踏まえ、地方公共団体が関係機関等と有機的

に連携し、日本語教育環境を強化するため、国及び地方公共団体の総合的な

体制づくり等、地域における日本語教育を推進する。 

また、日本語教室の設置が困難な地域に住む外国人に対して、生活場面

に応じた日本語を自学・自習できるＩＣＴ教材を８か国語から 14 か国語に

拡大し、開発できた言語から順次速やかに提供する。〔文部科学省〕《関連

施策番号 48、49》 

 

○ 日本語教育全体の質の向上に向けた日本語教育の人材養成・研修 

「日本語教育人材の養成・研修の在り方について（報告）改定版」（平成

31 年３月文化審議会国語分科会）を踏まえ、就労者等に対する日本語教師

のための研修カリキュラムを一層普及する。あわせて、日本語教師の資質・

能力を証明する新たな資格等の検討を踏まえた取組を進める。〔文部科学省〕

《関連施策番号 54》 

 

（５）外国人の子どもに係る対策 

○ 母子健康手帳の多言語化【新規】 

外国人の妊産婦が、日本において母子保健情報を円滑に入手し活用する

ことで安心して出産・子育てが出来るように、母子保健の入り口である母子

健康手帳を多言語化し、それを活用した効果的な支援方法等について調査研

究を行う。〔厚生労働省〕 

 

○ 保育所等における児童への対応、学校・家庭との連携 

保育所保育指針（平成 29 年厚生労働省告示第 117 号）等における保育所

等における外国籍の子どもへの配慮や保育所等から小学校への切れ目のな

い支援について、地方公共団体に改めて周知を行い、保育所等において、外

国籍家庭などに対する適切な支援が行われるよう要請する。 
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また、平成 30 年９月 14 日に公表した「新・放課後子ども総合プラン」

における基本的な考え方や学校・家庭との連携について、地方公共団体に対

して改めて周知し、放課後児童クラブにおいて、外国人児童に対する適切な

対応がなされるよう要請する。〔厚生労働省〕 

 

○ 保育所等における外国籍等の子ども・保護者への対応に係る取組事例の

把握・共有【新規】 

調査研究を実施し、外国人比率の高い地方公共団体を中心に、市町村や

保育所等における、外国籍等の子どもやその保護者への配慮に関する取組の

収集、ヒアリング等を行い、地方公共団体における外国籍等の子どもの受入

れの支援体制を把握するとともに、保育所等における外国籍等の子ども・保

護者への対応について取組事例を収集し、好事例等の横展開を行う。〔厚生

労働省〕 

 

○ 就学状況の把握及び就学促進 

義務教育諸学校への多言語による就学案内を徹底するとともに、全国調

査により学齢相当の外国人の子供の就学状況の把握を進め、就学状況の把握

に係る課題の整理や好事例の収集を行う。【新規】 

また、地域の実情に応じて、外国人学校、ＮＰＯ等の多様な主体が外国

人の子供の学びの受け皿となっていることを踏まえ、これらが地方公共団体

と連携し、就学状況の円滑な把握や就学促進につながるよう支援を充実する。 

さらに、就学に関する情報提供を市区町村の教育委員会が住民基本台帳

担当部署等と連携して行う等、地方公共団体の関係部局や関係機関による一

体的な取組を促進する。〔文部科学省〕《関連施策番号 66》 

 

○ 全国的な研修機会の確保による教員等の資質能力の向上 

教育委員会や大学等における養成・研修に資する「モデル・プログラム」

の開発・普及を進めることで、日本語初期指導、中期・後期指導、ＪＳＬカ

リキュラムによる指導等の系統的な日本語指導を実践するための体制を整

備し、日本語指導を担う中核的教師の養成を進める。 

また、日本語指導など外国人児童生徒への指導を行う教員や日本語指導

補助者の確保・資質向上について、学校内外の多様な担い手から能力ある人

材を柔軟に確保することが重要であることに留意しつつ、有効な方策につい

て検討を行う。【新規】 

あわせて、各地方公共団体が実施する研修への指導者派遣等を行う仕組

みを構築する等により、外国人児童生徒の指導に関する研修の機会を充実す

る。〔文部科学省〕《関連施策番号 63》 

 

○ 教育の多言語化の対応 
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多文化共生社会の実現に向け、散在地域においてもきめ細かな指導を行

うための多言語化に対応した翻訳システムの活用や遠隔教育の充実等、ＩＣ

Ｔを活用した支援体制を整備する。〔文部科学省〕《関連施策番号 62》 

 

○ 障害のある外国人の子供に係る支援の充実【新規】 

言語、母国の教育制度や文化的背景や家庭環境に留意し、適切に障害の

ある外国人の子供の就学先の決定が行われるよう、地方公共団体への周知を

行うとともに、就学先の相談に当たって多言語化に対応した翻訳システムの

活用を推進する。 

特別支援学校等においても、日本語指導補助者や母語支援員等の配置に

努めるほか、特別支援教育、日本語指導の担当教師が、それぞれ日本語指導、

特別支援教育についても学ぶことのできる研修の機会等の充実を図る。 

あわせて、発達障害の可能性のある外国人の児童生徒に対する学校にお

ける合理的配慮の提供について実践研究を行い、その成果を普及する。また、

子育てや就学に関する相談窓口等について外国人の保護者も対象に分かり

やすく積極的な情報発信に努める。〔文部科学省〕 

 

○ 中学生・高校生の進学・キャリア支援の充実等 

外国人児童生徒の高校への進学状況、中退率、進路状況等について実態

の把握を進める。その上で、中学校・高等学校において将来を見通した進路

指導が提供されるよう、日本語指導の充実、キャリア教育等の包括的な支援

を進める。 

公立高等学校入試における帰国・外国人生徒等への特別な配慮（ルビ、

辞書の持ち込み、特別入学枠の設置等）について、地域の実情に応じて充実

が図られるように促す。【新規】 

また、義務教育を修了した外国人について、その能力・意欲に応じて日

本社会への定着が円滑に行われるよう、進学・就職に当たって必要な在留資

格の取得の明確化等について、関係省庁と共に検討を行う。〔文部科学省、

法務省〕《関連施策番号 61、64、66》 

 

○ 夜間中学の設置促進・教育活動の充実 

夜間中学について、全ての都道府県に少なくとも一校が設置されるよう、

また、人口規模や都市機能に鑑み、全ての指定都市において夜間中学が設置

されるよう、新設準備に伴うニーズの把握や設置に向けた取組を支援すると

ともに、地方公共団体向けの研修会の開催や広報活動の充実を図る。 

教員の日本語指導の資質向上に引き続き取り組むとともに、地域の日本

語教室等との連携や日本語教師、日本語指導補助者等の外部人材の活用など、

夜間中学における日本語指導を含む教育活動の充実に向けた取組を進める。

【新規】〔文部科学省〕《関連施策番号 52》 
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（６）適正な労働環境等の確保 

○ 外国人労働者からの安全衛生・労働条件に係る相談体制の充実 

都道府県労働局や労働基準監督署に設置している「外国人労働者相談コ

ーナー」、同相談コーナーに来訪できない方への「外国人労働者向け相談ダ

イヤル」、労働基準監督署の閉庁時間に労働相談を受け付ける「労働条件相

談ほっとライン」のそれぞれについて、対応言語を現行の９か国語から 14

か国語に拡大する。〔厚生労働省〕《関連施策番号 85》 

 

○ 適正な労働条件・雇用管理確保のための外国人労働者雇用管理セミナー

等の開催 

労働基準監督署において、事業主に対する労働関係法令の遵守に向けた

周知等を行うとともに、ハローワークにおいて、雇用管理改善に向けた相

談・指導等の充実を図り、外国人の職場定着を支援する。 

また、外国人集住地域、技能実習生や特定技能労働者が多い地域等にお

いて、事業主等を対象とする「外国人労働者雇用管理セミナー」等を重点的

に開催し、地域企業における適正な労働条件及び雇用管理の確保等を図る。

〔厚生労働省〕《関連施策番号 82》 

 

○ 雇用管理に役立つ多言語辞書の作成【新規】 

労働条件等に関する事業主と外国人労働者の意思疎通を支援し、トラブ

ルの発生予防に資するよう、労働契約等で使用頻度の高い単語を多言語で示

す雇用管理に役立つ多言語辞書を作成し、中小事業主等や外国人の利用に供

することで、適正な労働環境等の確保を図る。〔厚生労働省〕 

 

○ 都道府県労働局の雇用環境・均等部（室）や「総合労働相談コーナー」

で実施している相談対応等の多言語化【新規】 

全ての雇用環境・均等部（室）（47 局）及び総合労働相談コーナー（380

か所）において、新たに｢多言語コンタクトセンター｣(電話通訳)の活用等に

より、職場におけるハラスメントや解雇等のトラブルに関する相談対応等の

多言語化を図ることを検討する。〔厚生労働省〕 

 

○ 外国人労働者にも理解できる安全衛生教育の推進 

特定技能外国人の受入れ分野（14 分野）に対応する視聴覚教材の開発に

ついて、日本語を含む 11 言語で作成しているところであり、引き続き、対

応言語を拡充して 14 か国語対応とする等、外国人向け安全衛生教材の対応

言語の充実を図る。 

また、外国人労働者に対して安全衛生教育を行う者を対象としたセミナ

ーの開催、外国人労働者の安全衛生確保に関する相談窓口の設置、外国人労

働者を雇用する事業場への安全衛生専門家による個別訪問等により、外国人

労働者に安全衛生教育を行う者に対する支援を図る。〔厚生労働省〕《関連施
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策番号 84》 

 

○ 外国人労働者の労働災害の実態把握等（集計･分析等）【新規】 

事業者から所轄の労働基準監督署長に報告される「労働者死傷病報告」

の情報等から外国人労働者の労働災害の傾向、原因等を分析し、今後の労働

災害防止対策に活用する。〔厚生労働省〕 

 

○ ハローワークにおける職業相談の多言語対応の更なる充実 

多言語コンタクトセンターの対応言語について、３か国語を新たに追加

し 14 か国語とすることで機能強化を図る。 

また、通訳員を配置しているハローワークについて、各地域の実情を踏

まえ、対応言語の追加の検討を行うほか、多言語翻訳システムについて試行

的に導入しその効果を測定することにより、ハローワークにおける相談体制

等の更なる整備を図り、円滑な就職支援を実施する。〔厚生労働省〕《関連施

策番号 86》 

 

○ 定住外国人施策の推進 

定住外国人向け職業訓練コースの好事例の収集（①教科書の作り方の工

夫、②補講等の実施、③定住外国人職業訓練コーディネーターの活用事例、

④その他効果的な連携方策等）及びその周知等をはじめとした施策の充実を

図ることで、日本語能力に配慮した職業訓練の実施を希望する地方公共団体

を支援する。〔厚生労働省〕《関連施策番号 89》 

 

（７）社会保険への加入促進等 

○ 社会保険の運用等の整備 

在留外国人が生活していく上で、社会保険は重要なセーフティネットで

あることから、厚生労働省、法務省等が連携し、外国人雇用事業所や外国人

の社会保険の加入促進に取り組んでいく。加えて、国民健康保険の資格管理

の適正化の観点から、健康保険法等の改正により、市町村における調査対象

として、被保険者の資格の得喪に関する情報が明確化されたことを受けて、

着実に適正化を図る。〔厚生労働省、法務省〕《関連施策番号 93》 

 

３．在留管理の強化等 

（１）留学生の在籍管理の徹底 

○ 大学等の留学生受入れに共通した対応【新規】 

   留学生の在籍管理状況の迅速・的確な把握と指導の強化を行う。また、

指導の結果、在籍管理の適正を欠く大学等については、改善が認められる

までの間、原則として、留学生の受入れを認めない等の在留資格審査の厳

格化を図る。 

あわせて、在籍管理の適正を欠く大学等に対する私学助成の減額・不交付
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措置や大学等名の公表等の制裁を強化する。〔文部科学省、法務省〕 

 

○ 大学（留学生別科）への対応【新規】 

   専ら日本語教育を行う留学生別科について、日本語教育機関の告示基準

に準じた基準を作成し、当該基準への適合性の確認を受けている留学生別

科のみ留学生の受入れを認める仕組みを構築する。〔文部科学省、法務省〕 

 

○ 大学（非正規生等）への対応【新規】 

非正規生等について、大学学部進学のための予備教育に受け入れる場合

には、留学生別科に係る新基準によるものを除き、在留資格を認めない仕組

みを構築する。〔文部科学省、法務省〕 

 

○ 専門学校への対応【新規】 

文部科学省、地方出入国在留管理局及び都道府県との情報共有等の連携

の枠組により、在籍管理が不適切な専門学校が判明した場合には、大学の場

合と同様、原則として、留学生の受入れを認めない等の仕組みを構築する。

〔文部科学省、法務省〕 

 

（２）悪質な仲介業者に係る対応策 

○ 悪質な仲介業者に関わる申請の審査等の強化等 

不法滞在者や資格外活動違反者等が多く利用していた仲介業者を利用し

ている場合や、これらの者が多く在籍している日本語教育機関へ留学する場

合は、在留資格認定証明書の交付に当たり、日本語能力や経費支弁能力等に

係る書類の提出を求めるほか、必要に応じて高校卒業事実の確認のため、関

係国の協力を得て、卒業証明書に公的機関の認証を求めるなど、審査の厳格

化を検討する。また、我が国において把握した外国の悪質な仲介業者を当該

国の政府に通知し、必要に応じ当該業者への対応がなされるよう申入れを行

う。〔法務省､外務省〕《関連施策番号 102》 

 

（３）日本語試験の適正な運用 

○ 日本語試験結果の正確な把握【新規】 

各種民間試験実施団体が実施する日本語教育機関へ入学するための日本

語試験について、各試験団体と連携し、地方出入国在留管理局提出専用の証

明書を作成する仕組みの他、各試験団体が地方出入国在留管理局からの照会

に応じる等の仕組みを構築する。〔法務省〕 

 

（４）留学生等の国内就職等の促進 

○ 留学生の就職率等の情報開示を要請 

大学等における就職率等の情報開示などの取組を集約し、効果的に発信す

るため日本学生支援機構に特設サイトを開設し、大学等の情報の掲載を進め
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る。〔文部科学省〕《関連施策番号 72》 

 

○ ハローワークの「外国人雇用サービスセンター」や「留学生コーナー」

を地域の拠点とした、留学生と求人企業のマッチング機会の充実 

留学生の国内就職の促進に向けて、ハローワークの「外国人雇用サービス

センター」や「留学生コーナー」を地域の拠点として、留学生と求人企業の

マッチング機会の充実を図るため、企業説明会や就職ガイダンス等の充実、

地方企業や自治体と連携した合同就職説明会の開催、留学生向け求人の掘り

起こし等に取り組む。〔厚生労働省〕《関連施策番号 76》 

 

○ 日本の大学・大学院を卒業等した留学生の就職支援 

日本の大学・大学院を卒業・修了した留学生の就職支援に向けた特定活

動告示改正の普及を行う。〔経済産業省、文部科学省、厚生労働省、法務省〕

《関連施策番号 68》 

 

○ 産官学連携による就職支援 

留学生の多様性に応じた採用プロセス及び採用後の待遇の多様化を推進

するため、産官学連携によりベストプラクティスを構築し、横展開する取組

を早急に実施する。〔経済産業省（厚生労働省、文部科学省）〕《関連施策番

号 74》 

 

○ 手続簡素化の対象企業の拡大 

一定の条件を満たす中小企業等への留学生就職支援に関し、手続簡素化

の対象となる中小企業等の拡大の検討を行う。〔経済産業省、法務省〕《関

連施策番号 70》 

 

○ インターンシップ等を活用した高度人材の受入れ 

外国の学生の自らのスキルアップのほか、国際的な交流に資するとの観

点を踏まえ、「特定活動」の在留資格により認められるインターンシップに

ついて、その対象となる外国の学生の対象範囲や活動内容、制度の趣旨を明

確にするとともに、より一層適正な制度の利用促進を図るためにガイドライ

ンを策定する。〔法務省〕《関連施策番号 81》 

 

○ インターンシップ等の活用の周知 

外国の大学に通う外国人について、その専門性を生かして日本の企業等

への就職につながるよう、関係機関と協力し、インターンシップ等の活用が

できることを企業等に周知する。〔経済産業省〕《関連施策番号 75》 

 

○ クールジャパン分野における専門学校等を卒業する留学生の就職等支援 

   調理又は製菓の科目を専攻して専門学校の専門課程を修了した留学生が
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就職できる業務の幅を広げるため、「日本料理海外普及人材育成事業」を拡

充し、日本料理に加え、その他の料理や製菓についても海外普及人材を育

成するための所要の措置を今年度早期に講ずる。〔法務省、厚生労働省、農

林水産省〕《関連施策番号 68》 

 

○ 在外公館を通じた情報発信【新規】 

本項目の取組につき、在外公館を通じ日本への留学に関心を有する者等

に対する情報発信を行う。〔外務省〕 

 

（５）技能実習制度の更なる適正化 

○ 外国人技能実習機構の実地検査のための体制強化 

   技能実習制度については、依然として多くの不正行為事案が発生してい

る状況にあり、外国人技能実習機構の実地検査並びに法務省及び厚生労働

省の立入検査の能力を強化する。〔法務省、厚生労働省、外国人技能実習機

構〕《関連施策番号 83、122》 

 

○ 技能実習生の失踪等の防止に資する制度の適正化の一層の推進【新規】 

実習実施者側の不適正な取扱いに起因する技能実習生の失踪について制

裁規定を設けることによりそのような失踪を実効的に防止するため、失踪に

ついて帰責性がある実習実施者については、失踪後の一定期間、技能実習生

の新規受入れができない旨省令で規定する。 

また、技能実習生に対する報酬額及びその支払が適正であったか否かの調 

査を容易かつ正確にし、また、そのことにより、実習実施者による賃金に関

する不正行為等の発生を抑止するため、実習実施者に対し、技能実習生に対

する報酬の支払を口座振込み等の現実の支払額を確認できる方法で行うこ

とを義務付ける旨省令で規定する。〔法務省、厚生労働省、外国人技能実習

機構〕 

 

（６）入管法違反事案の探知及び摘発 

○ 効果的かつ効率的な摘発の推進 

法務省は､摘発体制の整備を図るとともに､関係機関との協力関係を強化

し､情報共有の緊密化・迅速化を図ることにより、一層の摘発を行う。また､

インターネット上における不法就労先の斡旋、偽変造在留カードの売買等、

退去強制事由に該当する情報をはじめとした情報の収集・分析機能を強化す

ることにより､効果的かつ効率的な摘発を行う。〔法務省等関係機関〕《関連

施策番号 120》 

 

（７）偽変造在留カード対策 

○ 外国人雇用状況届出情報における在留カード番号の活用 

外国人雇用状況届出事項として在留カード番号を追加し、同番号を含め
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た外国人雇用状況届出情報を法務省及び厚生労働省間で情報共有する。これ

によって、法務省においては、同情報と同省の有する情報との確実な突合を

行うことを可能とし、偽変造在留カードを雇用主に提示して就労している疑

いのある者等を特定して、当該者に対する、より一層適切な入管法違反に係

る調査や、在留資格取消手続を行っていく。〔法務省､厚生労働省〕《関連施

策番号 120》 

 

○ 偽変造在留カードによる不法就労等の防止 

企業等が､外国人を新たに雇用する場合や､雇用している外国人が在留期

間の更新や在留資格の変更を受けた場合は､就労可能な在留資格を付与され

ていること等について､在留カードの真正性を確認することを徹底する。そ

の上で､偽変造在留カードを簡便に発見するための効果的な方法を検討する。

〔法務省〕《関連施策番号 120》 

 

○ 偽変造在留カードの取締り等 

地方出入国在留管理官署は､関係機関と緊密に連携し、偽変造在留カード

の利用に対する取締りを図り、悪質な利用については厳格に対応する。特に､

偽造在留カード密造拠点の発見、摘発等により､偽造在留カードの流通実態

の把握に努める。〔法務省等関係機関〕《関連施策番号 120》 

 

（８）入管法違反者に対する円滑な送還の実現 

○ 被仮放免者の動静監視強化 

退去強制令書が発付されているものの、送還を忌避し、あるいは諸般の

事情により仮放免されている外国人について、仮放免の条件（指定住居地で

の居住や就労禁止など）の遵守状況や仮放免継続の必要性などを確認・把握

するため、被退令仮放免者である外国人の居住実態や就労事実、仮放免継続

事由の存否などに関する適正かつ厳格な動静監視を実施する。調査の結果、

条件違反や仮放免事由の消滅などが確認された場合には、仮放免の取消しや

仮放免期間の延長不許可により再収容する。〔法務省〕《関連施策番号 121》 

 

○ 送還体制整備 

更なる送還忌避者の縮減に向け、個別送還、小規模の集団送還､保安要員

を付しての送還等､事案に応じた形態での送還をより充実させることとし､

このため送還体制の整備を図る。さらに、定期運航便での送還が困難な者を

安全・確実に送還するため、チャーター便による集団送還を強化するととも

に、有効な送還方法の在り方について調査研究を行うことを検討する。〔法

務省〕《関連施策番号 121》 

 

○ 送還の隘路の解消 

帰国用臨時旅券の職権発給を拒み、送還対象者の身柄の引取りを行わな
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い国については、領事当局間協議等の場において､身柄の引取りに協力する

よう交渉を進めていくほか､送還忌避者の身柄引取りに特化したハイレベル

な交渉の場を設けるなど、送還の支障となっている事由を解決・解消し、可

能な限り早期に退去強制令書を執行する。〔法務省､外務省〕《関連施策番号

121》 

 

○ 被退去強制者を引き取らない国の国民の入国審査の厳格化等 

外国人材の受入れに関して、在留資格「特定技能」については、法務省

令において、「退去強制令書の円滑な執行に協力する外国政府又は地域の権

限ある機関の発行した旅券を所持していること」と規定されていることから、

被退去強制者を引き取らない国の国民に対して、在留資格認定証明書を交付

しない。また、その他の在留資格についても、被退去強制者を引き取らない

国の国民に対しては、在留資格認定証明書交付申請に対する審査及び入国審

査に際して、厳格な審査を実施する。〔法務省〕《関連施策番号 121》 

 

（９）在留資格手続の円滑化・迅速化 

○ 受入れ機関単位での情報の把握及び特定技能外国人に係る届出手続のオ

ンライン化 

外国人の受入れ状況に係る情報を継続的に把握し、受入れ機関単位で情報

を管理・把握するための情報基盤の整備及び特定技能外国人の受入れ機関が

行う出入国在留管理庁長官に対する届出をオンラインで行うためのシステ

ム整備について検討を進める。〔法務省〕《関連施策番号 113》 

 

○ 在留外国人へのマイナンバーカードの円滑な取得・更新の推進等 

地方出入国在留管理局において、在留資格認定証明書交付時に代理申請

者である全ての受入れ機関等に対してマイナンバーカードの申請案内等を

行うとともに、在外公館における査証申請時にマイナンバーカード申請書の

確認等を通じ再度周知等を行う。さらに、新規上陸時において、全ての中長

期在留者に対して、市区町村での住居地届出義務の案内と併せてマイナンバ

ーカードの取得の周知等を行う。これらにより、中長期在留者のマイナンバ

ーカードの円滑な取得を図る。 

なお、１号特定技能外国人を受け入れる特定技能所属機関等に対し、当

該外国人への生活オリエンテーションでのマイナンバー制度の情報提供、そ

の手続履行に当たっての必要に応じた窓口への同行等の必要な支援を行わ

せる。   

また、地方出入国在留管理局において、在留期間更新許可申請時等に来

庁する全ての中長期在留外国人に対して、マイナンバーカードの交付申請等

を周知するとともに、特に中長期在留外国人の来庁者が多い地方出入国在留

管理局において、所在地の市区町村と連携して申請支援を行うモデル事業を

実施し、実施状況等を踏まえて、市区町村の要請を受けて、横展開を行う。
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〔法務省、外務省、総務省〕《関連施策番号 114》 

  

○ 住民票作成時のマイナンバーカード申請手続整備 

新生児の住民票作成時において、住民票作成手続等と一体的にマイナン

バーカードの取得促進を図ることにより、マイナンバーカードの円滑な取得

が可能な環境を整備する。引越しの際の転入時にも、住民票作成手続等と併

せて確実にマイナンバーカードの書換え手続等を行う。 

新規に上陸する中長期在留外国人についても、上記の取組と同様、住民

票作成時における円滑な取得環境を整備する。あわせて、在留カードとマイ

ナンバーカードとの一体化についても、引き続き、検討する。〔総務省、法

務省〕《関連施策番号 114》 

 

（10）在留管理基盤の強化 

○ 外国人雇用状況届出事項への在留カード番号の追加 

外国人雇用状況届出事項への在留カード番号の追加について、厚生労働

省において、令和元年度中に必要な省令を改正し、在留カード番号の追加を

行う予定であり、法務省と厚生労働省は、在留カード番号を追加した外国人

雇用状況届出情報を活用して、正確な外国人の就労状況の把握、偽装滞在者

等を特定しての効率的な摘発を可能とする。 

また、法務省と厚生労働省は、法務省が保有する外国人に関する情報と

外国人雇用状況届出情報が突合できない事案や、外国人雇用届出の未届が疑

われる事案等の迅速な把握により、より一層適切な雇用管理、在留管理を図

るため、外国人雇用状況届出情報や法務省が保有する外国人に関する情報を

オンラインで連携する検討を進める。〔法務省、厚生労働省〕《関連施策番号

116》 

 

 上記の充実の方向性に沿って、本年末に向け「外国人材の受入れ・共生のた

めの総合的対応策」の改訂を行う。 
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査証相談窓口

外国人共生センター（仮称）構想
～ 新 し い 活 力 を 日 本 全 土 へ ～

地方雇用の推進に向けた取組

◎全国各地への就職も支援（地方の求人情報提供，地方就職イベント，
地方ハローワークの業務支援）（厚生労働省）

◎ポータルサイトによる全国事業主向け安全衛生教育用教材等の提供（厚生労働省）
◎地方企業支援のためのイベントの企画及び開催の支援（経済産業省）
◎地方からの一般的な査証申請に係る相談対応（外務省）
◎全国の「多文化共生総合相談ワンストップセンター」への支援

◇各省庁施策に係る地方研修やテキストなどの全国発信拠点として機能
◇外国人対応の経験豊富な職員が各地からの問合せにきめ細やかに対応

〇基金制作日本語教材や文化事
業開催情報の提供

〇基金図書館利用案内
〇多文化共生シンポジウム開催
○地方での文化交流事業、地方

在住日本語教員・ボランティ
アへの研修

外務省

厚生労働省

国際交流基金

〇日本国内の観光情報の提供
〇在留外国人を通じたニーズ

の把握及びその活用
〇国内観光の魅力を伝えるセ

ミナー等の実施
○上記活動を通じた在留外国

人のSNSによる情報発信
の促進

国際観光振興機構

連
携

連
携

出入国在留管理庁
東京出入国在留管理局

東京法務局
人権擁護部

法テラス
外国人部門

◎留学生受入れ促進・就職支援のための情報提
供・相談対応

◎高度外国人材受入れ促進の相談対応
◎在留外国人に対する支援情報集約拠点の設置
◎在留外国人情報処理拠点の設置
◎人権擁護部を移転

⇒外国人材・家族に対する人権擁護の対応
◎外国人リーガル支援センター(仮称)の設置

◎外国人招聘の際の一般的な査証
申請に係る相談を日本語・英語
を含む多言語で対応
⇒電話及び窓口対応

業
務
委
託

東京労働局

◎高度外国人材の就職支援マッチング拠点の設置
◎外国人特別相談・支援班の創設（労働基準に関する相談・支援）
◎安全衛生班の創設（労働安全衛生に関する研修・教育を支援）

独立行政法人
日本貿易振興機構
（ＪＥＴＲＯ）

経済産業省

◎首都圏企業からの相談対応
◎国際連携窓口の設置

⇒企業や高度外国人材を対象とし
たセミナー 等の実施

ハローワーク

外国人共生
センター
（仮称）

◎各地方自治体にスペースを提供
国・地方が連携して，外国人材をフォロー（法務省）

◎人権擁護のための啓発活動を主導（法務省）
◎「生活・就労ガイドブック」を多言語で作成し，全国へ展開（法務省）
◎生活上の法的トラブルに関する対応事例等を全国へ展開（法務省）

⇒各地への支援・各地からの相談受付のツールとして，webシステムなどを利用し，より高水準な対応の実現を目指す。

法務省
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